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政府統計に係る基本事項を習得し、統計業務の全容を正確に掴む

第1章 はじめに 政府統計、厚生労働統計を取り巻く状況及び本書の作成に至った経緯を解説

第2章 厚生労働省の現状と課題 厚生労働統計の現状を踏まえた業務改善の必要性を解説

第3章 統計業務を取り巻く組織体制 政府統計に関わる省内外の組織とその役割を解説

第4章 厚生労働統計の概観 厚生労働統計の概観を目的、種類及び業務プロセスの観点から解説

個々の統計について「統計実施計画書」と「業務マニュアル」を整備する

第5章 統計調査に向けて作成すべき文書 統計実施計画書及び業務マニュアルの位置付け、構成及び活用方法を解説

第6章 統計調査の実施手順 統計実施計画書及び業務マニュアルに活用できる標準的な業務プロセスや留意事項を紹介

第7章 統計調査に向けて作成すべき文書の整備 統計実施計画書及び業務マニュアルの作成及び改版手順を解説

統計標準ガイドライン構成（第１章～第７章）

第１章から第４章では、統計標準ガイドラインを活用する上での基本情報として政府統計や厚生労働省の統計業務を取り巻く状況や
統計業務の全容を把握するとともに、統計標準ガイドラインの作成に至る経緯を理解いただくことを目的とする。
第５章から第７章では、政府統計に係る基本事項や具体的な統計業務の実施方法を把握したうえで、個々の統計業務の実行に向
けて作成すべき「統計実施計画書」や「業務マニュアル」(※)の位置づけや活用方法・整備方法について解説する。

統計標準ガイドラインの構成

拡充

拡充

※ 厚生労働省統計改革ビジョン2019工程表で個別マニュアルと位置付けられているドキュメントを指す。
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各職員が積極的に既存業務の見直し・業務の改善に取り組む

第8章 業務見直し・業務改善の手順 業務見直しの好事例を紹介し、業務改善の観点及び手順を解説

第9章 情報システムの整備 統計業務をシステム化する際の考え方及び留意点を解説

本書の改版手順や過去のトラブル事例、相談窓口などを把握する

第10章  統計標準ガイドラインの改版手順 統計標準ガイドラインが陳腐化しないよう、省内でのルールを掲載

第11章  事例集 過去に発生した不適切事例とそれによる社会的影響又は改善事例を紹介

第12章  付属資料 品質チェックリストなど、統計業務の遂行に資する資料を掲載

第13章  参考文献・ガイドライン 統計業務の遂行に当たって、参考にすべき又は遵守すべきガイドラインを紹介

第14章  FAQ 本書の活用に当たってよくある質問を掲載

第15章  索引 本書の索引情報を掲載

第16章  相談窓口 統計業務に関する各種相談窓口の連絡先・連絡方法を掲載

統計標準ガイドライン構成（第８章～第１６章）

統計標準ガイドラインの構成

第８章では、職員が継続的に業務手順の見直しに向けた気づきとなる、業務改善事例の紹介や観点を解説し、第９章では政府統計
に関する情報システムの構成及び情報システムの整備に向けた留意事項について解説する。
第10章以降では、統計標準ガイドラインが継続的に活用されるための改版手続きを示すとともに、過去に発生した不適切事例の紹介や
自らの作業品質を確認するためのチェックリストを添付することで、統計業務の品質維持・向上に役立てる。

3月版で作成

3月版で作成

3月版で作成

3月版で作成

3月版で作成

注;第６章・第７章以外の章も3月版で拡充があり得る。 3



統計実施計画書と業務マニュアル

統計実施計画書と業務マニュアルは、ともに調査担当が作成する個別マニュアルであるが、統計実施計画書は「統計のガバナンスを確立
するためのツール」、業務マニュアルは「実務をする際の手順書」と位置付ける。

統計実施計画書 業務マニュアル

概要 ①当該統計調査の目的、②その目的を達成するために必要となる
資源(体制、情報システム・ドキュメント)、③目的のゴールとなる成
果物(途中、発生する中間成果物も含む)、④全体のスケジュールを
記載したもの

所掌する統計調査の企画から評価までの間に実施しなければな
らない業務内容、実施者、承認者等を具体的に記載したもの

作成者 課室長又は課室長の命を受けて当該統計調査の全体を企画する
者が作成

調査担当で実際に実務を担当する者の意見を集約し作成

作成単位 各年度単位
※ 周期統計調査（三年度に一度実施等）の場合は、当該周期単
位で可

所掌する統計単位
※ 毎年度実施する統計でも変更がない場合、そのまま流用すれ
ば可

活用方法 ① 調査担当において必要な作業の遺漏防止や効率的な業務遂
行

② 調査担当のみならず統計業務に携わる全関係者間での情報
共有

③ 適切なプロジェクト管理の実施
④ 統計幹事によるガバナンスの強化

① 業務実施時の手引書
② 業務見直しの際に参考

統計幹事等へ
の提出時期

① 統計調査の概算要求に係る内容聴取
② 調査計画提出時
③ PDCAサイクルチェック時
④ その他、誤り発生時における再発防止策検討時等、統計実施
計画書の確認が必要と判断した時

統計幹事等へ統計実施計画書提出時に、統計幹事等から業務マ
ニュアルの提出を求められた時

様式 定型様式 特になし
※ 厚生労働統計標準ガイドラインに参考資料としてひな型を掲
載
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9月版 ※初版（1.0版） 10月版 3月版（完成版）

作成時期 令和2年9月末 令和2年10月末 令和3年3月末

位置付け 既存のルール、最適化計画等に基づき、
統計標準ガイドライン及び個別マニュ
アルが作成可能なレベルとする

9月版の完成度を確認するため、１つ
の統計調査に対し、個別マニュアルの
作成を支援し、統計標準ガイドラインの
見直しを実施

以下の処理を実施し、完成版とする
① 引き続き、統計標準ガイドラインの
精度向上を目的とし、７つの統計調査
を対象に個別マニュアルを作成を支
援し、統計標準ガイドラインの見直し
を実施
② 業務見直し・業務改善等の追記を
実施
③ 総務省が作成するマニュアル等、
10月版以降の政府全体の動向を反
映

今後の流れ

統計標準ガイドライン
案（9月版）
の作成

統計標準ガイドライン
案（3月版）
の作成

個別マニュアル
作成支援

統計標準ガイドライン
案（10月版）
の作成

個別マニュアル
試行作成

ガイドラインの
見直しポイント
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統計誤り等の連絡窓口

10月22日付けで、厚生労働省ホームページに、統計の正確性・利便性の向上を目的と
し、統計誤り等に関し国民から直接連絡を受け付ける窓口を設置いたしました。

https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei/madoguchi_00001.html

6



人材育成計画で定めるスキルレベル目標

統計調査担当職員：統計業務に従事し自らプログラム等を用いて処理をする政策統括官（統計・情報政策担当）の職員及び統
計調査を担当する政策立案部局の職員

統計活用分析職員：政策立案部局において統計調査に基づく分析を業務に活用する職員

レベル３ 【統計検定２級相当】： 仮説に対して、データをもとに検証する問題解決力を有している。

レベル２ 【統計検定３級相当】： データの分析において重要な概念を身に着け、身近な問題解決に活かせる知識を有している。

レベル１ 【統計検定４級相当】： 統計表やグラフ（作成を含む）、確率、調査の基礎と活用に関する知識を有している。

平成３０年度

年度末には各課室の対象者のう
ち過半数が、レベル１(以上）
へ到達し、うち複数名が、レベ
ル２(以上）へ到達しているこ
と

令和元年度 令和２年度

年度末には各課室の対象
者のうち過半数が、レベ
ル２(以上）に到達してい
ること

年度末には各課室の対象者
にうち複数名が、レベル３
(以上）に到達しているこ
と

年度末には各課室の対象者の
うち複数名が、レベル１ (以
上）へ到達していること

年度末には各課室の対象者
のうち過半数が、レベル１
(以上）に到達していること

年度末には各課室の対象者
のうち複数名が、レベル２
(以上）に到達していること

統計活用分析職
員 ス キ ル
レ ベ ル
目 標

統 計 調 査
担 当 職 員
スキルレベル
目 標
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資料２

厚生労働統計等に係る
データ利活用の現状と課題

令和２年５月２２日
厚生労働省
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１．厚生労働統計における利活用制度

3
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（１） 利活用制度一覧表（令和元年度末現在）

4

統計法 対象調査 利用者 具体的利用例 ｵﾝｻｲﾄ利用
（※５）

費用
（※６）

調査票情
報の利用

第32条 全基幹・
一般統計 厚生労働省

調査計画にない特別集計、
統計調査のための調査名
簿作成を行う

統計ｾﾝﾀｰに
委託契約を
結べば可能

無料

第33条
第1項
第1号 全基幹・

一般統計
（※１）

行政機関、行政機関の業務委託
者（契約行為）

他省庁、地方自治体、国
立大学が統計作成を行う

可能
無料
（オンサ
イト利用
も無料）

第33条
第1項
第2号

試験的研究事業を行う者、行政
機関から研究事業の委託を受け
た・公募採用された者等

厚生労働科学研究費等に
よる研究を行う

第33条
の2

6調査
（※２）

学術研究の発展のため、論文等
に用いる者

学会等に所属し調査研究
を行う、高等教育を行う

オンサイト
利用が前提 有料

その他の
利用

第34条
（ｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ）

5調査
（※３）

学術研究の発展、教育の発展、
官民ﾃﾞｰﾀの統計利活用事業を行
う者

学会等に所属し調査研究
や教育利用を行う、中等
教育（高校）以上の教育
を行う

－
有料

第36条
（匿名ﾃﾞｰﾀ）

1調査
（※４）

上記に加え、国際比較を行う者 －

（※１）利用を認めていない統計あり。
（※２）人口動態調査（H28,29）、賃金構造基本統計調査（H28,29）、薬事工業生産動態統計調査（H28,29）、就労条件総合（H29,30）、

医薬品・医療機器産業実態調査（H27,28）、国民栄養調査（H28,29）
（※３）人口動態調査（出生票・死亡票）（H19～29)、医療施設（静態）調査(H20,23,26)、患者調査(H20,23,26)、毎月勤労統計調査特別調査(H21～29)、

賃金構造基本統計調査（個人票）（H18～30。利用申出・手続先は委託先の独立行政法人統計センター）
（※４）国民生活基礎調査（H7,10,13 ,16,19,22,25）
（※５）オンサイト利用可能な調査は、賃金構造基本統計調査（H28,29）、人口動態調査（H28～30）、就労条件総合調査（H29,30）、薬事工業生産動態統計調査（H28,29）、

医薬品・医療機器産業実態調査（H27,28）、国民健康・栄養調査（H28,29）
（※６）利活用申請等に係る費用は無料であっても、実費（郵送代、記憶媒体代等）はかかる。

○ 厚生労働統計において、現在、利活用可能な制度は以下の通り。
○ 制度によって、利用できる者や利用目的などに一定の条件がある。

11



（２） オンサイト利用について

5

○ 統計法制度の改正（平成30年6月）により「統計法第33条の2」が規定され、提供範囲が拡大（令和元年5月から
施行）したことに伴い、ミクロデータ（調査票情報）の新たな提供（利用）形態として、オンサイト利用の
本格運用が開始された。

○ 統計法第33条の2はオンサイト利用が前提であるが、統計法第33条についても、オンサイトの利用は可能。
○ 統計法第33条の場合はオンサイト利用料は無料、統計法第３３条の２の場合は有料。
○ 厚生労働省所管分については、令和元年度（本格稼働した５月以降）３件のみと、利用実績の出だしは低調。

（出典）公的統計における２次利用制度とオンサイト利用の概要/公的統計ミクロデータ研究コンソー
シアムシンポジウム（2020年１月28日）谷道正太郎（総務省統計局・（独）統計センター、統計デー
タ利活用センター）
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ミクロデータの利活用推進

6

データセンター

セキュリティが確保
された回線

オンサイト施設

仮想PCを遠隔操作
（データをダウンロードせずに

分析可能）

集計・分析
結果の表示

登録 調査実施者から寄託
を受けた調査票情報

統計データ利活用センター

統計法の改正により調査票情報の提供対象が拡大されたこと等を踏まえ、探索的・創造的
な研究と個人や企業の情報保護の両立が可能な調査票情報のオンサイト利用を推進
また、オーダーメード集計及び匿名データの提供の対象を、高等学校相当の教育目的や官
民データ活用推進基本法による重点分野に拡大し、手数料を見直し

【調査票情報のオンサイト利用（イメージ）】 【匿名データの提供対象】

【府省】

【拡大】
官民データ活用の重
点分野における利用

教育目的の利用
【高等学校相当まで
拡大】

提供

国民経済の健全な発展又
は国民生活の向上に寄与

調査票情報を特定
の個人又は法人等
の識別ができないよ
う加工したもの

匿名
データ

学術研究目的の利
用

国際機関における国
際比較目的の利用

〔手数料の変更〕
・請求１件につき1,850円

→1,950円
・データ１ファイルつき8,500円

→4,450円

探索的・創造的な研究が可能 ※オーダーメード集計も同様の見直しを実施

（出典）統計行政の最近の動向（令和２年１月 総務省）
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（３）厚生労働統計 提供件数

7

統計法 平成26
（2014）年度

平成27
（2015）年度

平成28
（2016）年度

平成29
（2017）年度

平成30
（2018）年度

調査票情報
の利用

第32条 188 180 195 239 194

第33条第1項
第1号 1,222 1,197 1,120 1,185 1,018

第33条第1項
第2号 128 171 186 202 211

（再掲）
政策統括官（統情）
厚生統計

（121） （157） （176） （189） （201）

第33条の2 － － － － －

その他の
利用

第34条
（ｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ） 4 1 1 5 4

第36条
（匿名ﾃﾞｰﾀ） 4 8 8 6 11

（資料）統計法第55条報告

○ 調査票情報の提供件数はほぼ横ばいであるが、相対的に審査に時間がかかる第３３条第１項第２号の提供件数が
近年急増している。

○ その他の利用については、第３４，３５条のいずれも提供件数がほぼ一桁となっている。
○ 統計法第３２条、３３条、３３条の２の利用の場合には、オンサイト施設の利用を推進すべきではないか。
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法第33条第1項第2号 政策統括官（統情） 提供件数

第33条第２号 第33条第２号厚生統計 労働統計

○ 前年の申請内容と同様の申請内容であるケースは少なく、複数の調査、複数の年次（データフォーマットは年次ごと
に異なることが多い）を利用することもあり、相対的に審査に時間がかかる第３３条第１項第２号の提供件数が近年
急増している。
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9

調査名 提供件数

1 人口動態調査 ６８

2 国民生活基礎調査 ２７

3 医療施設調査 １７

3 介護給付費（等）実態調査（※１※２） １７

5 21世紀出生児縦断調査 １５

6 医師・歯科医師・薬剤師調査（※２） １２

7 介護サービス施設・事業所調査 ９

8 賃金構造基本統計調査 ７

8 21世紀成年者縦断調査 ７

8 中高年者縦断調査 ７

11 患者調査 ５

11 病院報告 ５

12 社会医療診療行為別調査（※２） ３

12 受療行動調査 ３

14 毎月勤労統計調査、労使関係総合調査（労使コミュニケーション調査）、 雇用動向調査、
厚生行政基礎調査、国民健康調査、国民生活実態調査、福島県患者調査、訪問看護統計調査、
保健衛生基礎調査

各１

合計 ２１１

調査票情報（統計法第33条第１項第２号）の調査別提供件数（平成30年度 政策統括官（統情）分）

（※１）平成２６（２０１４）年まで介護給付費実態調査、平成２７（２０１５）年から介護給付費等実態調査
（※２）現在は業務統計。提供件数は業務統計になる前の調査が対象

○ 第３３条第１項第２号の提供件数（政策統括官（統情）分）の調査別内訳を見ると、人口動態調査と国民生活
基礎調査で半分近く（９５件、約４５％）を占めている。

16



○ 申請者の利用目的について

（資料）2019年度決裁分から抜粋したもの。

10

利用目的の傾向（2019年度）

統計法第33条
（調査票情報の利用）

＜第１項第１号＞
・現状分析、施策検討、評価、実態把握等の行政に必要な情報を得るた
め等の基礎資料としての利用が多く、数は少ないが、調査研究、調査名
簿作成のための利用もある。
・労働統計は都道府県等の人事委員会の給与検討用基礎資料のため等が
多い。

＜第１項第２号＞
・大半が科学研究費助成事業（科学研究費補助金（基盤研究）や
科学研究助成基金助成金）。

・数は少ないが省庁の事業もある。
・多いテーマは医療、他は行政、経済、社会学、労働等

統計法第３４条
（オーダーメード）

・件数が少なく、学術研究のみ。
・内容は、主に医療に関するもの。

統計法第３６条
（匿名データ）

・学術研究が最多、少ないが教育もあり。
・国際比較統計利活用事業及び官民データ統計利活用事業はなし。
・学術研究の内容は、経済や医療に関するもの。

○ 2019年度に受け付けた申請者の利用目的について、以下の通り、その傾向を整理した。

17



11

（４）行政記録情報の活用

○ 行政機関が業務目的で収集する行政記録情報（いわゆる「業務データ」）の活用として、①業務統計としての公表、
②医療のレセプトデータの研究者への提供、③ハローワーク等のデータを活用した指標作成等を行っている。

１．業務統計としての公表
○ 厚生労働省では、業務目的で収集した情報を業務統計として、90あまりの統計を公表している。
例）「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」、「雇用保険事業月報」、「介護保険事業状況報告」、

「厚生年金基金の財政状況等」
○ 所管課室に確認したところ、業務統計の活用目的として、約8割の統計が審議会・検討会において報告、
活用しているとし、約5割の統計が白書等に活用している。

２．レセプトデータの研究者への提供
○ ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）は、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基
づき、医療費適正化計画の作成、実施及び評価のための調査や分析などに用いるデータベースを構築。

○ 匿名データの提供、オープンデータ（ニーズの高い基本統計表の公表）、オンサイト施設のサービス提
供（平成２８年１２月より試行的に実施）等を現在実施している。

○ データ利用にあたっては提供依頼申出者に対し一定の要件を備えるよう求めているとともに、申出に対
しては、研究内容及び研究環境におけるセキュリティ等の観点から、有識者会議において審査が行われ
ている。

３．近年の業務統計に係る改善
○ 雇用保険の業務統計を活用し、新規学卒就職者の就職後３年以内の離職率を算出・公表。
○ 都道府県別の有効求人倍率について、求人を受理したハローワークを管轄する都道府県労働局ごとに
集計する「受理地別」だけでなく、各求人の就業地をもとに集計する「就業地別」も算出・公表（平成
１７年２月分より）。
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２．広報について
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○ 利用者の視点に立ったわかりやすい広報を目指し、厚生労働省ホームページの「統計情報・白書」の直下に
「調査票情報を利用したい方へ」を設置。表現方法についても以下の通り、改善を図ったが、引き続きわかりやすい
内容となるよう努めてきたい。

（１）ホームページの改正（令和２年３月）

13

○ 調査票情報等の利用について、容易にアクセス出来るように、厚生労働省ホームページを

令和２年３月に改正。

＜改正のポイント＞

○ 厚生労働省ホームページのトップページからのアクセスの容易化

○ 従来は、申請内容毎（統計法第33条第１項、第33条の２、オンサイト利用、オーダーメイド利用及

び匿名データ）に利用できる方についての情報を記載。

○ 「調査票情報等の利用に関する方法・利用者・方法のまとめ」ついて一覧表を作成し、利用者にわか

りやすい表示とした。

（旧）トップページ ⇒「統計情報・白書」⇒「各種統計調査」⇒「統計情報をご利用の方へ」⇒「調査票情報等の利用」

（新）トップページ ⇒「統計情報・白書」⇒「統計情報をご利用の方へ」⇒「調査票情報等の利用」
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厚生労働省ホームページ（調査票情報の利用） 改正後、令和２年３月～

14
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調査票情報を利用したい方へ

15
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調査票情報等の利用

16
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（２）事務処理要領等

○ 利用しやすいよう様式を簡略化するなど、今年２月に改正を行った。
手続きの詳細を記載していることから、より利用者に理解しやすい手引きとしていく必要がある。

＜各種データ提供に関する手引きの一覧＞

○統計法第 33 条 に基づく調査票情報の提供に係る厚生労働省事務処理要領
（参考資料１）

○調査票情報の提供に関する利用申出手引（参考資料２）

○委託による統計の作成等の利用申出手引（参考資料３）

○匿名データの提供申出手引（参考資料４）
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（３）周知状況

広報活動（学会参加及びパンフレット配布等）実績一覧（平成30年度）
№ 日付 名称 場所 広報内容

1 4/27
早稲田大学データ科学総合研究教育
センターワークショップ

早稲田大学 自由配布

2 5/19 応用統計学フロンティアセミナー 統計数理研究所　大会議室 自由配布

3 6/9～10 日本経済学会2018年度春季大会 兵庫県立大学 自由配布

4 6/2～3 日本人口学会第70回大会 明海大学 自由配布

5 9/3～6 日本行動計量学学会第46回大会 静岡県立大学 自由配布

6 9/8～9 日本経済学会2018年度秋季大会 学習院大学目白キャンパス 自由配布

7 9/9～13 2018統計関連学会連合大会 中央大学後楽園キャンパス
自由配布
（統計センターの展示
ブースにて）

8 9/10～11 経済統計学会第62回全国研究大会 和歌山県民文化会館 自由配布

9 9/3～5
第34回ファジィシステムシンポジウ
ム

名古屋大学 自由配布

10 9/13～14 第14回TRIZシンポジウム2018 中野サンプラザ 自由配布
11 10/3 標準化と品質管理全国大会2018 都市センターホテル 自由配布
12 10/10～10/11 第9回横幹連合コンファレンス 電気通信大学 自由配布

13 11/10～11/11
第32回シンポジウム日本計算機統計
学会

滋賀大学 自由配布

14 11/5～11/7
情報論的学習理論ワークショップ
IBIS2018

札幌市中央区かでる2.7 自由配布

15 1/19 データ利活用シンポジウム 和歌山県民文化会館 自由配布

16 1/23

東京大学・横浜市立大学・早稲田大
学合同シンポジウム「大学における
データサイエンス教育の現状と未
来」

早稲田大学 自由配布

17 1/26

平成30年度KUMiCミクロデータ利用
促進ワークショップ
「公的統計のミクロデータを用いた
研究と二次的利用の概要」

神戸大学経済研究課大会議室 自由配布

18 2/21～2/22
第３回 人間・社会データ構造化シ
ンポジウム

国立情報学研究所 12階 1208・1210室 自由配布

19 3/2
第１６回　統計教育の方法論ワーク
ショップ

実践女子大学渋谷キャンパス 自由配布

20 3/7
平成30年度研究集会
「ミクロデータから見た我が国の社
会・経済の実像」

一橋大学国立東キャンパス　第３研究館　3
階研究会議室

自由配布

○ 更なる利活用につなげていくため、利用が考えられる研究者等が集まる学会やシンポジウム等において、利用に係る
パンフレットを配布するなど広報を行っている。
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広報活動（学会参加及びパンフレット配布等）実績一覧
（平成31、令和元年度）

※ 令和元年度は新型コロナウイルスの影響により開催中止となったものがあり、広報活動にも支障が生じており、
今後においては、引き続き同様の支障が生じることも想定される。

№ 日付 名称 場所 広報内容 備考

1 5/25 日本品質管理学会第119回研究発表会 日本科学技術連盟・東高円寺ビル 自由配布

2 6/5 統計数理研究所創立75周年記念事業 学術総合センター 自由配布

3 8/29～8/31 日本知的情報ファジィ学会 大阪大学　豊中キャンパス 自由配布

4 9/5～9/7 経済統計学会第63回全国研究大会 東北学院大学　土樋キャンパス 自由配布

5 9/8～9/12 2019統計関連学会連合大会 滋賀大学　彦根キャンパス
自由配布
（統計センターの展示ブースにて）

6 10/9 標準化と品質管理全国大会2019 都市センターホテル 自由配布

7 10/12～10/13 日本経済学会2018年度秋季大会 神戸大学 自由配布

8 9/30 金沢大学　統計データ活用セミナー 金沢大学角間キャンパス 講演を行い、資料の一部

9 10/19～10/20 統計の日（統計データ・グラフフェア） 新宿駅西口広場
総務省作成の各省まとめ版パンフレットが
配布される

10 11/9～11/10 行動経済学会　第13回大会
名古屋商科大学ビジネススクール
(名古屋キャンパス)

自由配布

11 11/20～11/23
第22回情報論的学習理論ワークショップ
IBIS 2019

ウインクあいち 自由配布

12 11/23 日本品質管理学会　第49回年次大会 早稲田大学（西早稲田キャンパス） 自由配布

13 11/30～12/1
日本計算機統計学会　第33回シンポジウ
ム

青山学院大学(青山キャンパス) 自由配布

14
2/27、3/4、3/6、

3/13
統計局　ビジネスパーソン向け統計デー
タ利活用1dayセミナー

東京、大阪、和歌山、名古屋　計4か所 自由配布

15 2/28～2/29
日本統計学会　第 17 回 統計教育の方法
論ワークショップ・理数系教員授業力向
上研修会

統計数理研究所 自由配布

16 3/3
情報・システム研究機構　第４回 社会
データ構造化シンポジウム

国立情報学研究所 自由配布

新型コロナウイルスの影響により開催中
止。パンフレット送付済みだが、他のイベン
ト開催において利用する旨、統計センターよ
り連絡あり。
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３．審査手続と審査の流れ
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～統計法第３３条における政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）内の事務処理の流れ～

調 査 所 管 課 室

① 事前相談

② 法の趣旨、利用制限
審査基準等の説明
応諾可能性回答

③ 申出書(案)の提出

④ 申出書(案)の
形式確認・修正依頼

⑤調査所管課室へ
申出書(案)の
確認依頼

⑥ 申出書(案)の
内容確認・修正依頼

⑦ 申出書の提出

⑧ 申出書の確認
通知書決裁

⑨ 審査結果の通知

承諾通知書
又は

不承諾通知書

調査票
情報

※原則「⑦申出書の提出」から14日以内に「⑨審査結果の通知」、

依頼書受付後14日以内に「⑩調査票情報の提供」を行う

※政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）の所管調査以外に
ついては、各調査所管部局が窓口となり事務処理を行う。但し、
審査解析室統計審査第一・二係は厚生労働省の総合窓口として調
査票情報窓口の案内等を行う

⑩ 調査票情
報の提供

申出書（案）

申出書（案）

申出書

＜ 事 前 審 査 ＞

申 出 者

申
出
書(

案)

の
修
正
依
頼
・

事
前
確
認
等

審 査 解 析 室 統 計 審 査 第 一 ・ 二 係

依頼書

【承諾の場合】
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（１）統計法第３３条（調査票情報）における審査の流れ
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（２）統計法第３４条（オーダーメード）における審査の流れ
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]又
は
[様
式
11]
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（３）統計法第３６条（匿名データ）における審査の流れ

24

利
用
相
談
の
受
付

・
制
度
の
説
明

・
提
供
申
出
書
の

記
載
説
明

厚
生
労
働
省

申
出
者

提
供
申
出
の
検
討

・
手
引
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
確
認

・
利
用
要
件
の
確
認

[様
式
１
]
[様
式
１
別
紙
]

提
供
申
出
書
の
作
成

必
要
書
類
の
準
備

提
供
申
出
書

等
の
受
付

手
数
料
の
算
出

[様
式
２
]
又
は
[様
式
３
]

承
諾
通
知
書
の
受
領

[様
式
４
][様

式
５
]

依
頼
書
、
誓
約
書
作
成

収
入
印
紙
の
貼
付

依
頼
書
等
の
受
理

手
数
料
の
受
領

統
計
及
び
統
計
的
研
究
の
成

果
の
提
出
、
研
究
成
果
等
の

公
表

[様
式
８
]

中
間
生
成
物
消
去

匿
名
デ
ー
タ
に
係
る
管
理
簿
作
成

[様
式
９
]

報
告
書
作
成

利
用
相
談

提
供
申
出
書
、

本
人
確
認
書
類
の
提
出

審
査
結
果
及
び
手
数
料
通
知

依
頼
書
、
誓
約
書
の
提
出

手
数
料
納
付

匿
名
デ
ー
タ
の
返
却
等
確
認

統
計
及
び
統
計
的
研
究
の
成

果
の
公
表

本
人
確
認
の
実
施

審
査

匿
名
デ
ー
タ
の

受
領
及
び
確
認

変
更
手
続
案
内

変
更
内
容
審
査

審
査
結
果
及
び
手
数
料
通
知

[様
式
10]

提
供
申
出
書
の
記
載
事
項
変

更
申
出
書

変
更
内
容
の
相
談
、
申
出

１利
用
相

談

２提
供

申
出

書
及

び

本
人

確
認

書
類

の
提

出

３承
諾

（
不

承
諾

）
通

知
の

受
領

４依
頼

書
及

び
誓

約
書

の

提
出

並
び

に
手

数
料

納
付

５匿
名

デ
ー

タ
の

受
領

及
び

確
認

８提
供

申
出

書
の

記
載

事
項

等
に

変
更

が
生

じ
た

場
合

７利
用

終
了

後
の

措
置

６利
用

期
間

中
の

措
置

適
正
管
理
に
基
づ
く
利
用

管
理
状
況
の
把
握

適
正
利
用
の
確
認

[様
式
７

]
管
理
状
況
報
告
書
の
提
出

実
地
検
査
の
実
施

（
１
年
以
上
の
利
用
の
場
合
）

（
必
要
に
応
じ
て
）

匿
名
デ
ー
タ
の
返
却

匿
名
デ
ー
タ
に
係
る
管
理
簿
、

報
告
書
の
提
出

[様
式
11]

又
は
[様
式
12]

匿
名
デ
ー
タ
の
提
供

提
供
を
受
け
た
者
の
氏
名

等
の
公
表

[様
式
6]
匿
名
デ
ー
タ
の
提
供

31



研究室等

専用線

中央データ管理施設
（データセンター）

オンサイト施設
統計データ利活用センター
（独）統計センター

利用登録・データ登録

管理者

調査票情報を用いて研究・分析

利用者PC

シンクライアント
監視カメラ

利用者

審査結果通知

必要に応じて助言 所管府省

審査結果通知

内容審査

提供審査

調査票情報の利用申出1

承諾通知3

分析結果等の提供依頼6

分析結果等の送付

※学術研究目的で利用可能

DBサーバ
認証サーバ等 仮想PCサーバ

ファイルサーバ

調査票情報を格納4

● 入退館システム
● 24時間警備

● 耐震・免震

● 複数系統電源・複数通信回線引き込み
● 無停電電源装置（冗長化）
● 自家発電装置等（冗長化）など

厳重なセキュリティが確保された民間のデータセンター

研究・分析結果
レポート等の取り出し

2
5

7

8

4

7

イメージ

SINET等

法令との
適合性

秘匿性

情 報

情 報

承諾通知

9 利用成果の報告
(府省あて)

必要に応じて助言

25

（４）オンサイト施設における利用の流れ

（出典）公的統計における２次利用制度とオンサイト利用の概要/公的統計ミクロデータ研究コンソーシアムシンポジウム（2020年１月28日）
谷道正太郎（総務省統計局・（独）統計センター 、統計データ利活用センター）
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26

（５）手続きにかかる時間

４７日
※申請（事前審査の書類が提出された時）から提供までの期間

審査に係る平均日数（平成30年度実績）

○ 申請書類に疑義がある場合の確認、複数の調査や複数の年度をまたぐ場合は、データフォーマットが異なること等から、
審査には時間がかかっている。

○ さらに、令和元年の統計法改正に伴い、全省的に申請様式に大幅な変更があり、手続きが厳格化されたことにより、
調査票情報の利用申請の審査に時間を要したことや、新型コロナウイルス対応等の特殊な事情から、令和元年度以降の
調査票情報の提供については、例年より提供に時間を要している状況。
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４．諸外国の統計データの活用状況

27
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４．諸外国の状況

（資料）海外における公的統計ミクロデータと行政記録情報の利活用に関する展開方向(20190912）（中央大学 伊藤伸介教授）

○ 日本の統計法第３３条のように、個票データの磁気媒体による提供を行ってる国は少ない。
○ 個票データを提供しているノルウェーにおいては、利用申請から提供までに数ヶ月の期間が係り、有料である。
○ オンサイト、匿名化ミクロデータやパブリックユースファイルの提供が多く、個票データの利用もリモート

アクセス等を用いている。

注 上図の中で、「〇」は運営されていることを表す。「△」は運営中であるが、活動を休止していることを意味している。なお、「？」は調査を行った時点(2019年3月時
点)では計画中であって、提供の方向性について未定であることを表している。

28
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５．行政記録情報の活用

29
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５．行政記録情報の活用に係るこれまでの動向

30

○ 行政記録情報の二次的な活用については、該当情報を収集する根拠となる法令に基づくことを基本とするが、
個票の活用については行政機関個人情報保護法等を除き、規定がないケースも見られる。

○「統計等データの提供等の判断のためのガイドライン」
（平成３０年４月２７日ＥＢＰＭ推進委員会、統計委員会決定）

統計法等の取り扱いを参考にして行う、統計的な利活用のための行政記録情報の提供の検討に
ついて、ガイドラインを示している

○「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」（令和元年６月２１日 閣議決定）
「これまでの統計に作成・報告・利用の負担の２割削減の取組を踏まえつつ、業務、働き方、
サービスの改革をいっそう進め、統計データの利便改善、品質の見える化、オンライン化推進や
システム適正化やビッグデータの活用の本格研究、国の統計業務の『共同化』に取り組む。公的
統計を所管する各府省及び総務省において、税務情報や不動産登記情報などの行政記録情報等の
統計への二次的な活用の促進を検討する。」（５５ページ）

○「統計行政の新生に向けて」（令和元年１２月２４日統計改革推進会議統計行政新生部会）
「既存の統計の補完や代替、母集団情報の整備に活用できる行政記録情報や業界統計等の民間
統計について、今後３年間で集中的な洗い出しを行うとともに、速やかに試行的な活用を行い、
５年以内に可能な限り実装する」（タスク８－１）

○統計技術・データソースの多様化等検討会の設置（令和２年３月５日）
「統計行政の新生に向けて」を受けて、効果的・効率的な統計作成に資する統計技術、統計作成
に用いるデータソースの多様化等について調査・検討するため、統計改革調査部会の下に「統計
技術・データソースの多様化等検討会」を設置
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６．利用者アンケートについて

31
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６．利用者アンケート

32

○ 行政側からとらえるだけでなく利用者側の意見を幅広く集めるため、アンケートを行いたいと考えている。
アンケート案の概要は以下の通り。

１．アンケートの目的
厚生労働省における調査票情報の二次利用等にかかる利用者の実態を把握し、今後の改善につなげること

２．アンケート対象の範囲
（１）地域的範囲 全国（匿名データの場合は海外もありえる。）
（２）属性的範囲 利用申請の連絡先担当者

３．報告を求める個人
（１）数
・３３条（調査票情報） ２０人程度
・３４条（ｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ） ５人程度
・３６条（匿名ﾃﾞｰﾀ） ５人程度

（２）選定の方法
利用承認された者について令和２年５月末から遡って選定。ただし、同じ申請者又は同じ所属組織の申請者は除外。

４．基準となる期日又は期間
令和２（２０２０）年６月１８日（木）～７月１６日（木）

５．アンケート経路 厚生労働省 － 研究者

６．アンケート方法 オンライン（電子メール）

７．アンケートの周期 １回限り

８．実施期間 令和２（２０２０）年６月１８日（木）～７月１６日（木）

９．アンケート用紙の提出期限 令和２（２０２０）年７月１６日（木）。

10．公表方法 第２回厚生労働省データ利活用検討会にて公表（当該検討会ＨＰにも掲載）
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調査票情報の二次利用等利用者実態アンケートについて

 厚生労働省では「厚生労働省統計改革ビジョン2019」に基づき、調査票情報等の一層
の有効活用に向けた取組の推進やデータの一元的な保存の推進に取り組むため、学識経
験者等からなる「厚生労働省データ利活用検討会」を設置し、専門的な見地から検討を
行っています。
 このアンケートは、当省における調査票情報の二次利用等にかかる利用者の実態を把
握し、今後の改善につなげることを目的として実施し、いただいた回答は検討会での検
討に活用させていただきますので、率直なご意見・ご要望をいただきますようご協力を
お願いいたします。
 なお、ご回答は、事務担当者ではなく利用申請者（企業、法人等の場合、組織ではな
く実際の利用申請者）がご記入いただきますようお願いいたします。ご回答をいただい
た方の所属や個人名の公表は行わない予定です。仮に公表する場合には事前にご了解を
いただいた上で行います。
 お忙しいところ大変恐縮ですが、令和２年８月31日（月）までに、下記事務局へe-
Mailにてご提出していただきますようお願いいたします。

（厚生労働省データ利活用検討会事務局）
担 当  厚生労働省政策統括官付参事官付
     審査解析室
      松下
      大野
連絡先 rikathuyou＠mhlw.go.jp

40



調査票情報の二次利用等利用者実態アンケート

所属する組織名
職名、氏名

41



問１ 周知

当省HP： https://www.mhlw.go.jp/stf/toukei/goriyou/chousahyo.html

1: わかりやすい
2: ややわかりやすい
3: ふつう
4: ややわかりづらい
5: わかりづらい 回答選択

わかりやすさについて具体的な意見があればお願いします。
（回答欄）

厚生労働省では、主に当省ＨＰ上で調査票情報の二次利用等に関する周知を行っていますが、その場所や内容
はわかりやすいものとなっていますか。
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問２ 申請手続き

（回答欄）

ご自身が申請した当省の調査票情報（個票データ）、オーダーメード集計または匿名データの利用手続きにつ
いて、お伺いします。
申請手続きについて、負担や不満に感じる点はありますか。その内容を具体的にお答えください。
（手引き、申請書類、審査にかかる指摘、承認・提供までの日数、費用など）
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問３ 提供物

（回答欄）

ご自身が申請し、当省より提供された調査票情報（個票データ）、オーダーメード集計または匿名データの提
供物について、お伺いします。
提供されたデータやドキュメントの利用にあたって、負担や不満に感じる点はありますか。その内容を具体的
にお答えください。
（データ、ドキュメント、利用環境や利用者の規制（情報管理、管理簿等）、データの廃棄手続きなど）
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問４ 個票データの利用

1: 厚生労働省の方が利用しやすい
2: 厚生労働省も他省庁も変わらない
3: 他省庁の方が利用しやすい 回答選択

他省庁と比べて具体的なご意見があればお願いします。
（回答欄）

当省の個票データを利用した方で、他省庁の個票データも利用したことがある方がお答えください。
個票データの利用に関する申請手続きや提供物について、他省庁と比べてどのような感想をお持ちですか。
（承認・提供までの日数、データのマスキング、データやドキュメントの利用しやすさなど）
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問５ 匿名データの利用
今後当省の匿名データを利用したいですか。

1: 利用したい
2: どちらともいえない
3: 利用したいとは思わない 回答選択

1: 学生に使わせてみたい
2: どちらともいえない
3: 学生に使わせてみたいとは思わない 回答選択

①

②

（回答欄）

（回答欄）

今後利用してみたい匿名データがあれば、具体的な統計名をお答えください。

※匿名データとは、行政機関等が統計法に基づいて実施した統計調査によって集められた調査票情報を、特定
の個人又は法人その他の団体の識別（他の情報との照合による識別を含む）ができないように加工したもので
す。行政機関等が学術研究及び教育の発展に資すると認める場合等に、一般からの求めに応じて匿名データを
提供しています。

匿名データは教育の発展に資する場合にも利用できますが、学生に対して使わせてみたいと思いますか。

今後当省の匿名データを利用したい方は①について、利用したいと思わない方は②についてお答え下さい。

個票データではなく匿名データを利用したのはどのような理由からですか。また、申請手
続きや提供されるデータなどについて、個票データの利用と比較して課題と思われる点はど
のような点ですか。
匿名データを利用したいと思わない方は、その理由をお答え下さい。
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問６ オンサイト施設の利用

（回答欄）

1: 利用したい
2: どちらともいえない
3: 利用したいとは思わない 回答選択

その理由をお答えください。
（回答欄）

（回答欄）

今後オンサイトで利用してみたい統計があれば、具体的な統計名をお答え下さい。

オンサイト施設について周知広報をさせていただいておりますが、ご存じでない点・わからない点はあります
か。その内容を具体的にお書きください。

今後オンサイト施設を利用したいですか。

※オンサイト施設とは、情報セキュリティが確保された環境で、許可を受けた研究者がミクロデータを用いて、
独自の集計・分析を行うことができる専用室を備えた施設をいいます。令和元年５月１日より、情報保護を前
提として学術研究等の利用が可能となっています。（大学・研究機関９施設、行政機関３施設（令和元年７月現
在））
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問７ 行政記録情報の活用

（回答欄）

一般に提供していない当省の行政記録情報（年金、雇用保険などの情報）について、今後活用したい行政記録
情報はどのような情報ですか。ご意見を具体的にお答えください。また、活用にかかる課題（ルールの必要性
や求められる分野など）はどのようなものがあるとお考えですか。
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問８ マッチングキー

（回答欄）

調査票情報を利用し各調査をマッチングキーによりリンクさせて集計するニーズはありますか。
また、その集計のマッチングキーはどのような内容が適していますか。

※マッチングキーとは、複数の調査票情報を結合して処理を行う際のキーとなる項目で、結合する調査票情報
それぞれに共通する項目をいう。（市区町村番号や事業所番号など）
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問９ その他

（回答欄）
調査票情報の二次利用等に関して、ご意見・ご要望がありましたらご記入ください。

質問は以上です。
ご協力ありがとうございました。
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令和２年度以降のＥＢＰＭの実践（厚生労働省の取組方針）

１. 令和元年度までの取組状況と課題

○ 統計改革推進会議最終取りまとめ（平成29年5月19日統計改革推進会議決定）等に基づき、ＥＢＰＭの浸透・定着に向けた「実例創出」を

目指した取組として各省庁で実施。

○ 厚生労働省では、各局１施策についてロジックモデルを作成※１。ロジックモデル作成後は、各局に対して定期的なフォローアップを実施。
※１ 平成30年度：15事業、令和元年度：17事業

《取組状況》

《課題》
○ 全省庁的に、事業の「選定基準」が不明瞭であり、事業見直しに当たっての「プロセス」の明確性及び透明性が欠如。

２. 令和２年度以降の取組方針
《令和２年度の取組に関する行革方針》

○ これを踏まえ、行革事務局では、行政事業レビューとＥＢＰＭの連携の観点から、令和２年度においては、令和３年度新規要求事業のう

ち、要求額が10億円以上の事業については、原則として、ロジックモデルを作成・公表する予定。

《令和２年度以降の取組に関する厚労省方針》

○ 厚生労働省統計改革ビジョン2019工程表（令和元年10月８日）において、ＥＢＰＭの実践対象事業を拡充する方針が示されており、上記

行革方針も踏まえ、ＥＢＰＭを一層推進する観点から、対象事業を行革基準よりも幅広に設定する。具体的には、令和３年度概算要求プロ

セスにおいて、①新規事業、②モデル事業、③大幅な見直しを考えている既存事業のうち、一定の選定基準（※２）に該当するものについ

て、原則としてロジックモデルを作成、このうち一部を公表。

○ 概算要求プロセスでの活用や行政事業レビューシートを補足する資料としてロジックモデルを作成するとともに、事業の事後における

効果検証の精度を高める観点から、１～３事業を行政事業レビュー「公開プロセス」（令和４年度）の候補として提示。

事 業 概 要

① 新規事業 新規に予算要求する事業であり、要求額が１億円以上の事業

② モデル事業 本格的な事業展開に先立って、規模や対象を限って一定の手法を実践することなどを通じ、有効性を検証する事業

③ 大幅見直し事業 対前年度予算額50％以上増加する事業であって、かつ、増加分の差額が１億円以上の事業

※２ 一定の選定基準（今後、ＥＢＰＭの実践等を通じて、毎年度見直しを行う予定）

ただし、以下の事業については、ロジックモデルの作成・提出を不要とする。
ⅰ）現状・課題分析を目的とした事業 ⅱ）司法判断により国の実施義務が明らかな事業 ⅲ）その他、特別の事情がある事業（個別協議の上、判断）

○ 自民党行政改革推進本部による「行政事業レビューチーム提言～ＥＢＰＭの更なる徹底を～」（令和元年12月12日）では、行政事業レ

ビューシート作成・評価の段階からＥＢＰＭの観点をより導入するため、レビューシートにロジックモデルを添付する等により、行政事業レ

ビューの更なる改善に努めるべきとされた。
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〇併せて、年度末に向けて以下を検証。次年度のＥＢＰＭの実施に反映
① 事業のスクリーニング基準（選定基準・除外基準）
② 予算過程での反映方法（評価方法や活用方策の検討）
③ 事後の効果検証スキーム等の精度向上
④ その他ＥＢＰＭの取組に関する全体スキーム

令和２年度以降の取組サイクルと令和３年度以降に向けた見直し

※３ Ｒ３概算要求説明資料に添付
※４ 行革基準（10億以上の新規）に合致するものは、重点フォローアップ事業に入れる。
※５ Ｒ４年度以降の行政事業レビュー「公開プロセス」の候補として選定。
※６ 外部有識者、委託業者及び事務局の３者間で検証を行い、適宜会議開催を予定。

《Ｒ２年度ＥＢＰＭ実践》 《Ｒ２年度のフォローアップ》
Ｒ２/５末→７末 Ｒ２/８末→９末

【約50～
70事業】 重点的フォロー

アップ事業の選定

【約15事業】

会
計
課
と
の
連
携
・

協
議

【１～３事業】

【約50事業】

Ｒ３年度 Ｒ４年度

事
業
の
効
果
の
検
証
（
自
己
点
検

）

効
果
検
証
結
果
を
踏
ま
え
た
事
業
の
改
善

（※５）

外部有識者ＥＢＰＭ検証会（仮称）
による効果検証対象事業の選定

各
局
か
ら
ロ
ジ
ッ
ク

モ
デ
ル
の
提
出

事

業

実

施

事例集を作成

・継続的なヒアリング、エビデンス、効果検証
方法等の精度向上に向けた指摘

・ロジックモデルの点検、助言等
・省内査定を踏まえた修正

外
部
有
識
者
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ

検
証
会
（仮
称
）

（※６）
検証結果を
Ｒ３年度ＥＢＰＭ
に反映

検証結果をＲ４年度
ＥＢＰＭに反映

〇 ロジックモデルの点検、助言、効果検証方法等の精度向上に向けた指摘等。
毎年１～３事業については、具体的な効果検証も実施。

・Ｒ２年度のＥＢＰＭ対象事業について 効
果検証手法等の提示（Ｒ４年度に向けて）

・Ｈ30／Ｒ１年度のＥＢＰＭ対象事業につ
いて効果検証の実施（１～３事業）

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
の
公
表

Ｒ３/１

（※４）

Ｒ２/９上→10上

行革基準に合致する
事業の

ロジックモデル公表

行政事業レビュー
「公開プロセス」に
てＥＢＰＭを検証
（※７）

【約５事業】

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
の

完
成
版
を
提
出

【約50事業】

Ｒ２/12末

ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ

し
た
ロ
ジ
ッ
ク
モ

デ
ル
の
提
出

（※３）

【依頼時期の変更（４→６下旬】

※７ 公開プロセスの対象事業の
候補案として提示し、行政事
業レビュー外部有識者会合で、
公開プロセス対象事業を決定。
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若手チーム（サブチーム）における分析テーマ

働き方改革

○女性の両立支援については数多くの研究があるが、女性のキャリアや子育てを支える男性の役割を検討するため、男性の育児休業制
度に注目し、①長期の育児休業を取得した男性の配偶者ほど、仕事と子育ての両立ができているか、②ワークライフバランスの制度が
充実した企業ほど、男性が育児休業を取得しやすいか、現状把握を行い、今後の課題の整理を目指す。
○男性の育児休業取得者の数が少ないため、既存の統計データを活用した分析が困難な場合も考えられるため、既存の統計データの活
用に関しても検討を行う。

女性のキャリアと子育て

【長時間労働に関する分析】
○平成22年４月に大企業での割増賃金の引き上げ、平成31年４月に大企業において時間外労働の上限規制が導入され、それぞれの
制度の影響を受ける群と影響を受けない群において、長時間労働者の比率が、制度変更前後においてどのように変化したか。賃金構
造基本統計調査や、場合によっては経済センサスの母集団情報を活用し、差の差の分析や回帰不連続デザインを用いて分析を行う。

【最低賃金に関する分析】
○都道府県別最低賃金に近い時給の労働者の多い事業所と、そうではない事業所に分け、近年の最低賃金引き上げによって、事業所
内最低賃金がどれくらい上昇しているかを分析する。
○最低賃金の影響を受けやすい産業や職業（都道府県別最低賃金に近い値の時給の割合が高い）とそうでない産業と職業等の間で、
近年の最低賃金引き上げにより、平均賃金や雇用者数がどう変化しているかを分析する。

○以上の点について、賃金構造基本統計調査等を活用して分析を行い、最低賃金引き上げの政策的効果を検討する。

○障害者雇用促進法において、全ての事業主に対し、従業員の一定割合（＝法定雇用率）以上の障害者の雇用を義務付けている。現在
では2.2％であるため、常用雇用45.5人以上の企業においては一人以上の障害者の雇用が義務付けられている。また、常時雇用する
労働者数が100人を超える企業が法定雇用率基準を満たしていない場合に、１人につき５万円/月の納付金を徴収している。納付金徴
収の閾値や徴収金の閾値となる規模前後において、障害者雇用にどれだけ違いがあるか、過去の法定雇用率引き上げにより、障害者
雇用の影響はどれだけあり、その影響はどれだけ違うか、「障害者雇用実態調査」等の個票を利用し、回帰不連続デザイン等を用いて分
析を行う。

障害者雇用

現時点では以下の３つの分析テーマについて検討を行っているが、既存の統計では十分にサンプルが得られない可能性などを踏まえ、
因果推論の手法だけでなく、現状の実態把握・課題整理を目的とした分析も視野に入れて進める予定。
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